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未来投資 戦略 2018 

（平成 30 年６月 15 日閣議決定） 

 

＜関係部分抜粋＞ 

 

第１ 基本的視座と重点施策 

 

１．基本的考え方 

 

(1)はじめに  

 

  昨年末の「新しい経済政策パッケージ」（平成 29 年 12 月８日閣議決定）では、

2020 年までの３年間を生産性革命・集中投資期間とし、大胆な税制、予算、規制

改革などあらゆる施策を総動員することとした。「Society 5.0」の実現に向けて、

最先端の取組を伸ばし、日本経済全体の生産性の底上げを図るため、様々な施策

を講じることとした。 

 

  「未来投資戦略 2018」では、この半年間の検討を踏まえて各種の施策の着実な

実施を図りつつ、成長戦略のスコープとタイムフレームを広げて、第４次産業革

命の技術革新を存分に取り込み、「Society 5.0」を本格的に実現するため、これ

までの取組の再構築、新たな仕組みの導入を図る。 

 

（中略） 

 

第２ 具体的施策 

（中略） 

３．中小企業・小規模事業者の生産性革命の更なる強化 

（中略） 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）中小企業・小規模事業者の IT などの先端設備の投資促進（横の軸） 

・本年５月に成立した生産性向上特別措置法に基づき創設した固定資産税の負担

減免の措置について、自治体の自主性に配慮しつつ、活用を促進するとともに、

これに積極的に取り組む自治体に所在する中小企業・小規模事業者に対して、

「ものづくり・商業・サービス補助金」などの支援施策との相乗効果が発揮さ

れるよう取り組む。 

・生産性向上に必要な IT 導入を強力に支援するため、本年２月に設立した「中

小サービス等生産性戦略プラットフォーム」や、認定情報処理支援機関を活用

し、身近な支援機関におけるサイバーセキュリティを含む「IT リテラシー」の

向上を図ること等により、中小企業の経営改善と連携した IT 支援体制を強化
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する。 

・「スマートものづくり応援隊」について、製造業の IoT・ロボット導入や新領

域進出を支援する専門家派遣を本格化し、サービス業への展開も検討する。ロ

ボット導入を支援する人材を平成 32 年までに３万人に倍増させる。ロボット

システム全体の設計を統括する高度人材のスキル標準を本年度に策定し、教育

プログラムの検討を進める。 

 

ⅱ）各業種における生産性向上の具体的な取組の促進（縦の軸） 

・中小企業等経営強化法に基づく業種の特性に応じた生産性の向上を強化するた

め、実施状況のフォローアップを踏まえ、生産性の低い業種の指針の策定、事

業者の計画認定拡大を進めるとともに、事業者団体との連携・推進体制づくり

を進める。 

・以下の業種別施策を含めた業種の特性に応じた生産性向上の取組と、上記ⅰ）

の各種施策との相乗効果が発揮されるよう、中小企業政策としての横串を刺し

ながら、関係省庁・業界団体等の連携体制を強化し、各業種における生産性向

上施策の実効性を高める。 

－【建設】 社会保険加入の徹底や現場技術者の配置要件の合理化、受発注者双

方の責務の明確化等について関係法令の改正を含めた検討を行うとともに、

建設キャリアアップシステムの本年秋の稼働や施工時期の平準化などの取組

を推進する。 

－【運輸】 「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」に基

づき、荷主等におけるトラックの予約受付システムの導入促進等を図る「ホ

ワイト物流」実現国民運動（仮称）を展開することや、標準貨物自動車運送

約款等の改正内容を周知徹底することなど、労働生産性の向上、取引環境の

適正化等を強力に推進する。 

－【介護、生活衛生業】コンサルティングにより IT 化・ロボット導入等による

生産性向上のモデル事例を創出し、その横展開に資するよう、ガイドライン

を策定するなどの取組を本年度より実施する。 

－【外食・中食】IT 導入補助金等の活用の必要性やシステムの見直し等につい

てコンサルティングを行い、生産性向上モデル事例を創出するとともに、業

界団体と連携しつつ、セミナー・ワークショップ等を通じてそれらの事例を

横展開する。 

－【卸・小売業】 電子タグを活用したサプライチェーンでのデータ利活用のた

めのルール整備や情報フォーマットの標準化を行う。 

 

ⅲ）円滑な事業承継や創業支援等、適切な新陳代謝 

・中小企業・小規模事業者の円滑な世代交代を通じた生産性向上を図るため、今

後 10 年程度を集中実施期間として取組を強化する。抜本拡充された事業承継
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税制に加え、M&A の支援強化など、承継前後のシームレスな支援を実施する。

小規模事業者・個人事業主の承継に係る予算や税といった総合的な支援や大企

業・中堅企業との連携等を進める。 

・本年５月に改正した産業競争力強化法に基づく市町村を中心として行う創業支

援等事業計画の実施を通じて、創業無関心者層に対する創業に関する普及啓発

の取組を拡大するとともに、副業・兼業を通じた創業を促進する。また、金融

機関を含めた創業支援ネットワーク等を活用し、創業や事業承継等の課題解決

の優良事例の横展開を図る。 

 

ⅳ）中小企業支援機関の強化 

・商工会・商工会議所、士業専門家、地域金融機関、よろず支援拠点、事業引継

ぎ支援センターなどの支援機関について、「見える化」を一層進めるため、具

体的な取組・実績の紹介等の仕組みを「ミラサポ」に導入するとともに、経営

革新等支援機関の検索システムを本年度までに構築し、来年度より運用を開始

する。 

・中小企業支援機関による経営支援活動の質の維持・向上を図るため、本年５月

に改正した中小企業等経営強化法に基づき、経営革新等支援機関の認定有効期

間（５年間）を導入する。また、よろず支援拠点について、本年度より、他機

関との連携による課題解決件数や地域における認知度も考慮した実績評価を

行う。 

・金融機関が、過度に担保・保証に依存せず事業性評価や生産性向上に向けた経

営支援に十分取り組むよう、以下の施策を通じて、金融仲介機能の適切な発揮

を促す。 

－金融機関による顧客企業の価値向上に資するアドバイスやファイナンスの提

供を促進するため、事業承継時も含めた「経営者保証に関するガイドライン」

（平成 25 年 12 月 5 日経営者保証に関するガイドライン研究会策定）の活用状

況をはじめとする各金融機関の金融仲介の取組状況を客観的に評価できる指

標群(KPI)の素案を本年夏を目途に策定し、金融機関の「見える化」を推進す

る。 

－上記 KPI とともに、上記ガイドラインの Q&A の見直し等により、事業承継時を

含め、同ガイドラインを融資慣行としてより一層浸透・定着させる。あわせて

金融機関との適切な対話に向けた中小企業の取組への支援策を講ずる。 

－民間金融機関と政府系金融機関、地域活性化ファンドとの連携・協業による企

業支援強化を促進させる。 

－中小企業向けリース契約における経営者保証の実態について、本年度中に調査

を実施する。当該調査結果を踏まえ、同契約時の経営者保証に係るガイドライ

ンの策定や業界の取組状況の「見える化」等を検討する。 
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ⅴ）経営人材や中核人材の確保など人材・ノウハウ支援の強化 

・副業・兼業・出向などの多様な人材活用方法による中小企業・小規模事業者の

中核人材確保策の普及促進や、持続的なマッチングスキームの確立に向け、関

係省庁や中小企業支援機関、地域金融機関、大学、NPO 法人など地域に根差し

た機関とも連携し、本年度中に複数のモデル先進事例を創出しつつ、全国各地

での横展開を目指す。 

・本年５月に成立した株式会社地域経済活性化支援機構法の一部を改正する法律

基づく地域経済活性化支援機構(REVIC)の支援・出資決定期限等の３年延長に

伴い、地域金融機関の企業支援能力の強化を図るため、ファンドの共同運営や

専門家派遣、日本人材機構を通じた経営人材の紹介などの人材・ノウハウ支援

に重点的に取り組むとともに、地域金融機関における両機構の一層の活用を促

す。 

 

ⅵ）地域中核・成長企業の投資拡大・生産性向上、地域での戦略的取組 

・地域未来投資促進法を活用し３年間で 2,000 社程度の支援を目指す。地域経済

分析システム（RESAS）等により「地域未来牽引企業」等の地域中核企業等の

発掘やフォローアップを行い、予算（地方創生推進交付金を含む。）、税制、金

融、規制の特例などの支援策を重点投入するとともに、地域の支援機能の強化

を含め、更なる施策の展開を図る。 

・中心市街地・商店街の活性化等のため、観光資源の整備、まちづくりに関わる

推進体制の強化、人材の確保・育成や、地域へのインパクト・波及効果の高い

民間投資等を促進する。 

・産学金官の連携により、地域金融機関からの融資等と合わせて、地域資源をい

かした創業や既存事業の新分野展開を後押しする地域経済循環創造事業交付

金を活用し、地方創生を推進する。 

・「新輸出大国コンソーシアム」による販路開拓支援や、地域毎の支援機関、日

本貿易振興機構（JETRO）等による支援体制強化及び在外公館等による海外進

出支援を行うことにより、中小企業の海外展開を支援する。 

・「小規模企業振興基本計画」の改定の議論に合わせ、成長企業への重点的支援、

サプライチェーンの維持、地域のブランド化、産地産業の活性化、公共的サー

ビスの提供など、地域の面的課題に取り組む小規模事業者の持続に向けた支援

の在り方を検討しつつ、都道府県、市町村とも連携した地域一体となった支援

体制の強化・確立を目指す。 

・地域における人口減少等による需要減少や、グローバル競争の激化など、経済・

社会構造そのものが大きく変化する中、地域にとって不可欠な基盤的サービス

の確保、地域等での企業の経営力の強化、公正かつ自由な競争環境の確保、一

般利用者の利益の向上等を図る観点から、競争の在り方について、政府全体と

して検討を進め、本年度中に結論を得る。 
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ⅶ）中小企業・小規模事業者の生産性革命に向けた環境整備 

・下請等中小企業の取引条件改善に向けて、下請代金支払遅延等防止法の厳正な

運用に加え、「自主行動計画」の着実な実行を促しつつ策定業種の拡大を図る。

下請Ｇメンの体制を強化し、年4,000件以上の調査による実態把握を徹底する。

働き方改革による下請事業者へのしわ寄せ懸念等を踏まえ、下請中小企業振興

法「振興基準」を改正する。 

・事業継続に積極的に取り組む企業等を第三者が認証する「国土強靱化貢献団体

認証制度」について、共助の機能を発揮させるため社会貢献の観点を含めるよ

う本年夏に拡充するとともに、中小企業等向けの事業継続ノウハウ集を充実す

る等、民間部門の国土強靱化の取組を推進する。 

・中小企業があらゆる支援情報にワンストップでアクセスすることのできるプラ

ットフォームの構築に本年度に着手し、順次サービスを開始する。 

・中小企業予算の執行の柔軟性・弾力性を高める方策について引き続き検討する。 

 

２－２．人材の最適活用に向けた労働市場改革 

（中略） 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

（中略） 

ⅱ）生産性を最大限に発揮できる働き方の実現 

（中略） 

③最低賃金の引上げ 

・最低賃金について、年率３％を目途として、名目 GDP の成長率にも配慮しつつ

引き上げ、全国加重平均が 1,000 円となることを目指す。中小企業等における

生産性の向上に資する設備投資等の促進など、賃金・生産性向上に向けた支援

を行うとともに、生活衛生関係営業者向けの収益力向上セミナー等を推進する。 

 

 

（以下、略） 


